大阪府認定特定非営利活動法人の認定等に係る書類の提出に関する事務に係る事務処理の特例に関する条例の改正（概要）

府民文化部男女参画・府民協働課

■改正の理由
　（１）特定非営利活動促進法の一部改正（平成24年４月１日施行）に伴い改正を行う。　

（２）大阪版地方分権推進制度に基づき、租税特別措置法施行令に基づく事務のうち、特定非営利活動法人に係るものを市町村において処理することとするため、所要の改正を行う。
■改正の内容

　（１）租税特別措置法施行令の改正により当該事務の根拠規定が廃止され、特定非営利活動促進法の一部改正により同法附則に当該事務に係る経過措置がおかれることに伴い、改正を行う。（第１条関係）

　（２）大阪市及び堺市の区域内のみに事務所を設置する特定非営利活動法人に係る、認定特定非営利活動法人の認定申請書を提出した法人及び認定を受けた法人に関する事務については、権限を移譲し、当該条例に基づき、当該市が処理することとしていたところ、特定非営利活動促進法の改正により、当該市が同法に基づき処理することとされたため、当該条例より当該市に係る規定を削除することとする。（第２条関係）
　（３）豊中市の区域内のみに事務所を設置する特定非営利活動法人に係る上記（２）の事務については、当該市が処理することとする。（第２条関係）

（４）和泉市、藤井寺市及び四條畷市の区域内のみに事務所を設置する特定非営利活動法人に係る上記（２）の事務については、当該市が処理することとする。（第２条関係）

（５）守口市、八尾市、柏原市、門真市、東大阪市、交野市及び千早赤阪村の区域内のみに事務所を設置する特定非営利活動法人に係る上記（２）の事務については、当該市又は村が処理することとする。（第２条関係）
■施行期日

（１）、（２）及び（３）については平成24年４月１日、（４）については同年９月１日、（５）については同年10月１日

■政策アセスメント・制度間調整

政令市連携課及び市町村課と調整済み

　移譲先の市及び村と調整済み

